様式第１号（第６条関係）

番号

年　　月　　日

徳　島　県　知　事　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名
法人にあっては、主たる事務所の所在地
及び名称並びに代表者の職氏名

補 助 金 交 付 申 請 書
　補助金の交付を受けたいので、徳島県補助金交付規則第３条の規定により、次のとおり関係書類を添えて申請します。

１　補助事業名

　　令和７年看護職員働き方改革支援事業
２　交付申請額

　　金　　　　　　　　　円

３　補助事業完了予定年月日
　　　　　　年　　　月　　　日
４　関係書類

（1） 所要額調書（様式第２号）
（2） 事業計画書（別紙１）
（3） 収支予算書抄本（様式第３号）
（４）その他知事が必要と認める書類
５　担当者の氏名、連絡先（個人の場合は、連絡先のみ御記入ください。）
氏名　　　　　　　　　　　　　連絡先

様式第４号（第９条関係）

番号

　　年　　月　　日

徳　島　県　知　事　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名
法人にあっては、主たる事務所の所在地
及び名称並びに代表者の職氏名

補助事業変更（中止・廃止）承認申請書
              に要する経費の配分の変更

　補助事業　　の内容の変更　　の承認を受けたいので、徳島県看護職員
　　　　　　　の中止（廃止）
働き方改革支援事業補助金交付要綱第９条の規定により、次のとおり関係書類を添えて申請します。

１　補助事業名

　　令和７年度看護職員働き方改革支援事業
２　補助金交付の指令番号

　　　　　年　　月　　日付け徳島県指令医第　　　　　号

３　関係書類

（１）所要額調書（様式第２号）
（２）事業計画書（別紙１）
（３）収支予算書抄本（様式第３号）
（４）補助事業の変更(中止・廃止)の内容及び理由を記した書類
（５）その他知事が必要と認める書類
４　担当者の氏名、連絡先（個人の場合は、連絡先のみ御記入ください。）
氏名　　　　　　　　連絡先

様式第５号（第１０条関係）

番号

　　　　年　　月　　日

徳　島　県　知　事　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名

                                     　 法人にあっては、主たる事務所の所在地

                                     　 及び名称並びに代表者の職氏名           
実 績 報 告 書
　補助事業が完了しましたので、徳島県補助金交付規則第１１条の規定により、次のとおり関係書類を添えて報告します。

１　補助事業名

　　令和７年度看護職員働き方改革支援事業
２　補助金交付の指令番号

　　　　　　年　　月　　日付け徳島県指令　　第　　　号

３　補助事業完了年月日

　　　　　年　　月　　日

４　関係書類

（１）所要額精算書（様式第６号）
（２）事業実績報告書（別紙２）
（３）収支決算書抄本（様式第７号）
（４）補助対象経費の支出額が確認できる書類（領収書等）の写し
（５）その他知事が必要と認める書類

５　担当者の氏名、連絡先（個人の場合は、連絡先のみ御記入ください。）

　　氏名　　　　　　　　連絡先

様式第８号（第１１条関係）                                                               
	 受理日付印
	 　　   補助金請求書                       
                                                                      

	
	


                                                          請求日  　　　年　　月　　日  
       徳  島  県　知　事　　　殿                                                        
　                         請　求　者                                                    
                          　 住　      　所　                                                                                         
                         　  氏　  　　　名

                          (法人名等及び代表者名) 
	右の金額を
請求します。
	請求

金額
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円



	摘　　　　　　　　　　　　　　要

	補助事業名
	令和７年度看護職員働き方改革支援事業

	補助指令金額
	　　　　　　　　　　　　　円

	補助指令年月日
	　　　　年　　　月　　　日

	補助指令番号
	徳島県指令医第　　　　　号

	補助額

	既受領額
	

	
	今回請求額
	

	
	残額
	

	請求区分
	 精 算


	口座振込先

  金融機関名（　　　　　　）　店舗名（　　　　　　）

　預金種別（１普通　２当座　９その他）

（右づめ）

　口座番号

	  口座名義（カタカナ書き）

          （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　　　　　　　


発行責任者及び担当者（個人の場合は、担当者欄に連絡先のみご記入ください。）

	
	氏名
	連絡先

	発行責任者
	
	

	担当者
	
	


　様式第９号（第１３条関係）                                                                                                                                            

                                           令和７年度看護職員働き方改革支援事業補助金調書                                           

　　年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村名（　　　　　　　） 

	               県               


	 市町村名
	備考



	
	歳入
	歳出
	

	補助事業名
	交付決定額
	補助率
	科目
	予算現額
	収入済額
	科目
	予算現額
	うち補助金

相　当　額
	支出済額
	うち補助金

相　当　額
	翌年度

繰越額
	うち補助金

相　当　額
	

	
	円


	
	
	円


	円


	
	円


	円


	円


	円


	円


	円


	


  備考                                                                                                                                                                          

  １　「補助事業名」欄には、補助事業の名称のほか、当該補助事業に要する経費の配分を記載すること。この場合において、経費の配分の記載は、補助条件等によりその変更を禁止され、又はそ

   　の変更につき承認を要するものとされている経費の配分のみを特記し、その他の経費の配分は、「その他」として一括記載すること。                                                    

  ２　「科目」欄には、歳入にあっては款、項、目及び節を、歳出にあっては款、項及び目をそれぞれ記載すること。ただし、「補助事業名」欄に特記した経費に対応する市町村の歳出予算の経費

  　 が目の内訳の経費であるときは、「歳出」の「科目」欄には、その目の内訳までを記載すること。                                                                                    

  ３　「予算現額」欄には、歳入にあっては当初予算額、補正予算額等に区分してそれぞれの額を、歳出にあっては当初予算額、補正予算額、予備費支出額、流用増減額等に区分してそれぞれの額

  　 を記載すること。                                                                                                                                                            

  ４　「備考」欄には、参考となるべき事項を適宜記載すること。                                                                                                                    

  ５　補助事業に係る市町村の歳出予算額の繰越し（歳出予算額の一部又は全部を執行せず、その執行しなかった部分の額に相当する金額を新たに翌年度予算に計上する場合を含む。）が行われた

   　場合における翌年度に行われる当該補助事業に係る補助金についての調書の作成は、本表に準じて別に作成すること。この場合には、「歳入」の「科目」欄に「前年度繰越金」の区分を設け、

   　その「予算現額」及び「収入済額」の数字の下に、それぞれ補助金額を括弧書きで二段書きにすること。                                                                              

